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カーナビ連携車両制御のための経路情報変換の高信頼化 
 

関口隆昭†1 丸三徳†1 尾崎友哉†1 天谷真一†2
 

 

概要：カーナビの経路情報を自動運転システムに伝達する方式について述べる．カーナビで設定した経路に沿って自
動運転でユーザを案内するシステムの実現が求められているが，カーナビと自動運転システムが異なる地図データを
使用している場合，双方の地図データの差異を吸収して経路を正しく変換する必要がある．本稿で提案する方式は，

位置参照方式の 1 つである OpenLR をベースに経路変換の一致率を改善するとともに，変換前後の経路の不一致を検
出することで，誤った経路の出力を抑止することを図ったものである．提案方式を実装し，特定地域の地図データを
用いて評価することで，提案方式の実現性を確認した． 
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Abstract: In this paper, we describe a method to send route information in a car navigation system to an autonomous driving 

system. There is a growing need to guide drivers by autonomous driving along a route set by car navigation systems. But in case 

that the map data of a car navigation system and that of an autonomous driving system are different, the route information should 

be converted correctly in spite of the map data differences. We propose a method to improve map to map matching rate of route 

conversion by the OpenLR, one of dynamic location referencing methods, and a method to avoid sending incorrect routes by 

detecting mismatches between original and converted routes. We implemented the method and evaluated its performance. The 

presented result shows feasibility of proposal method on particular map data. 
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1. はじめに   

カーナビゲーションシステム（以降，カーナビ）と自動

運転システムの連携が進みつつある．例えば，カーナビで

設定した経路に沿って自動で走行し，目的地まで自動でユ

ーザを案内するシステムの実現が求められている． 

本稿では，カーナビの経路情報を自動運転システムに伝

達する方式について述べる．図 1 に本稿で対象とするアプ

リケーションの概要を示す．図は，ユーザからの目的地の

入力を受けて，ナビゲーション用の地図データ（以降，カ

ーナビ用地図）を参照して経路を計算し，それを自動運転

用の高精度地図上の経路に変換し，この経路と高精度地図

を参照して自動運転の進行方向を制御する一連の流れを記

載したものである．カーナビ用地図は基本的に経路を計算

して運転者を案内するためのデータである一方，高精度地

図は車両の制御のためのデータであり経路計算用のデータ

は含まれないため，カーナビの経路に沿って自動運転を行

うためには上記のような経路の変換処理が必要になる． 

カーナビ用地図と高精度地図は，どちらも道路を複数の

リンクで表現しており，各リンクには IDが振られている．
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但し双方の地図データで ID に関連性は無く，同じ道路を

表現する ID が同一とは限らない．経路はリンクの ID の並

びで表現されており，図は，カーナビ用地図上の Link 1，

Link 3 で示される経路が，高精度地図上の Link 3，Link 1，

Link 2 を含む経路に変換される様子を示している． 

 

図 1 対象アプリケーション 

Figure 1 Target application. 

 

上記の変換処理は，双方の地図データに何も差異がなけ

れば問題は無い．しかし，地図会社毎に地図の整備仕様（道

路の採択基準や，道路に付与する属性，形状等）は異なり，

また整備時期によって道路の状況も変わるため，一般的に
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異なる地図データには何らかの差異が存在する．図 2 に，

整備時期が異なる 2 つの地図データにおける差異の例を示

す．図の左側は整備時期が新しい地図であり，図の右側は

古い地図である．双方の地図データは，道路の形状が異な

る場所や，一方には存在しない道路が新設されている場所

がある．このような差異が原因でリンクの選択を誤るとカ

ーナビの経路とは異なる方向に車両が進行する可能性があ

るため，この変換を正確に行うことが重要となる． 

以下，2 章で関連研究，3 章で解決すべき課題を説明す

る．4 章において提案方式の詳細を述べ，5 章で提案方式を

実装して評価した結果を述べる．最後に 6 章で纏める． 
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図 2 地図データの差異の例 

Figure 2 Example of map data differences. 

 

2. 関連研究 

2.1  位置参照方式 

地図データには 1 章に記載したような差異があるため，

ある地図データ上での位置（対象の交差点や経路等）を緯

度経度のような絶対座標を用いて伝達すると，受け手の地

図データ上では誤った交差点や経路を示す可能性がある．

この誤りを抑止し，異なる地図データを用いるシステム間

で正確に位置を伝達する技術を位置参照方式と呼ぶ． 

位置参照方式は，大きく Pre-coded Location Referencing[1]

と Dynamic Location Referencing[2]に分けられる．前者は，

地図データを構成するリンク等に共通の ID を付与する方

式であり，VICS，RDS-TMC 等が実用化されている．この

方式は正確に位置を示すことが可能な一方，道路の新設等，

地図が変化した際に ID を整備するコストの問題がある．

そのため近年では，経年変化が少ない交差点等の地点に ID

を振り，その地点からの相対的な道程を用いて位置を示す

区間 ID 方式[3]の標準化と ID 整備が進められている． 

一方の Dynamic Location Referencing（以降，DLR）は，

位置情報を送信する側の地図データ上での座標や属性をも

とに受信側の地図データ上で類似する地点を推定する方式

であり，これまでに AGORA-C[4]，OpenLR[5]が実用化さ

れている．DLR は ID の管理が不要である一方，送信側の

地図データ上での位置と，受信側の地図上で推定した位置

の一致率が地図データの差異に応じて低下するという問題

がある．そのため，一致率向上のための研究[6]がなされて

いる他，欧州プロジェクト ROSSATE（2008～2010）にお

いて各国地図を用いた評価がなされている[7]．この結果に

よると AGORA-C と OpenLR の一致率は地図データの差異

に応じて 60%から 90%程度となっている．また，一致率に

加えて，文献[8]では DLR の結果の正誤は人間が地図を見

ないと判断が難しく，自動で評価を行う仕組みが必要とい

う問題にも言及している．DLR については ROSSATE の後

継プロジェクトである TN-ITS（2013/6～）[9]で継続検討さ

れているが，これらの問題は解決されていない． 

2.2  高精度地図 

従来のカーナビ用地図は，基本的に交差点をノードとし，

交差点の間を結ぶ道路をリンクとするグラフ構造のデータ

である．一方の高精度地図データは，主に道路の物理的な

構造が変化する地点をノードとしたレーンレベルの詳細度

を持つデータである．図 3 に双方の地図データの差異の具

体例を示す．カーナビ用地図では通常は分岐点には１つの

ノードが生成される一方，高精度地図のノードは交差点へ

の進入地点および退出地点に置かれ，ノード間の接続関係

（リンク）はレーンレベルで表現される．高精度地図のデ

ータ形式としては，NDS Association において標準化が進め

られている他[10]，地図データの標準交換フォーマットで

ある GDF をベースにしてレーンレベルの情報を収録する

研究等がなされている[11]．位置参照の観点では，レーン

レベルでの位置参照方式の研究が行われている[12]． 

高精度地図については現時点で標準的に用いられてい

る仕様やデータは存在しないが，上記のいずれの取組みで

も，ノード間の接続関係を示す情報は有すると考えられて

いる．そのため本稿では，高精度地図はカーナビ用地図と

同様にグラフ構造のデータである前提で検討を行う． 

 

 

図 3 カーナビ用地図と高精度地図の差異 

Figure 3 Differences between Navi. map and HD map. 

 

3. 課題 

3.1  前提システム 

以上の関連研究を踏まえ，カーナビ用地図上の経路を高

精度地図上の経路に変換する際の課題について述べる．図 

4 は，カーナビ用地図と高精度地図の結合度の観点でシス

テムを分類したものである． 

図 4(a)は，双方の地図が密に結合している構成である．

この場合，カーナビ用地図の各リンクと高精度地図のレー
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ン情報の対応関係が明確なため，位置参照を行わなくても

経路を正確に変換できる．前述の NDS Association で標準化

されているデータ形式では，この方式をサポートしている．

(b)は，双方の地図が疎結合である方式である．カーナビ用

地図の各リンクと高精度地図のレーン情報の対応関係が明

確ではないため，DLR を行ってカーナビ用地図上の経路を

高精度地図上の経路に変換する必要がある．(c)は，前述し

た VICS や区間 ID 方式のように，地図上の一部の地点に共

通の ID が付与されている方式である．この場合，共通の

ID を基準にして経路を変換することが可能だが，適用可能

な範囲は ID を整備済の地域に限定される． 

上記の分類に対し，経路変換の確実さの観点では(a)が最

も良いが，システムの柔軟性の観点からは，カーナビ用地

図と高精度地図の結合を前提とすることは好ましくない．

また，(c)のように共通の ID が整備されている地域は ID を

参照する方式で問題ないと考えられるため，本稿では特に

ID が整備されていない地域を対象に，カーナビ用地図と高

精度地図が疎結合である(b)を対象に検討を行う． 

 

 

図 4 対象システムの分類 

Figure 4 Classification of target systems. 

 

3.2  課題 

上記(b)の場合，DLR を行ってカーナビ用地図上の経路を

高精度地図上の経路に変換する．そのため，双方の地図デ

ータに 1 章で記載したような差異が多数存在すると対象リ

ンクの選択を誤る可能性が高くなり，DLR の一致率は低下

する．この問題に対し，一致率を保証することは困難なた

め，本稿では以下の 2 つのアプローチで検討を行う． 

(1) DLR の一致率向上 

一致率の低下要因には，地図データの整備仕様や整備時

期の差異に起因するものと，DLR のロジックに起因するも

のがあると考えられる．そこでまず，DLR のロジックに起

因するものを解決するため，整備仕様と整備時期が同一の

地図を対象にして DLR の一致率を向上する． 

(2) 変換前後の経路の一致判定 

整備仕様や整備時期の差異による一致率の低下に対し

ては，一致率 100%を達成することは困難であり，また，

実際に一致しているかどうかは人間が地図を見ないと判断

が難しいという問題がある．そこで本稿では，一定のルー

ルで変換前後の経路の一致を判定することを図る．一致を

判定することにより，誤った経路を車両へ出力することの

抑止や，再度 DLR の実行を試みることが可能になる． 

3.3 目標 

以上を踏まえ，本研究の目標を記載する．目標の定義に

際し，まず変換した経路の正誤を表 1 のように分類する．

表 1 は，経路の変換結果を，位置参照の成否（高精度地図

上の経路を得られたかどうか），一致判定の結果（プログラ

ムによる判定結果），および実際の結果（人間による目視確

認結果）の観点で分類したものである．本稿で述べる方式

では，位置参照に成功し，かつ変換前後の経路が一致して

いると判定した場合（表 1 の A および B）のみ，車両に対

して経路を出力する． 

 

表 1 変換結果の定義 

Table 1 Definition of converted results. 

分類 位置 
参照 

一致判定の 
結果 

実際の結果 車両への
送信 

A 成功 一致 一致 あり 

B 不一致 あり 

C 不一致 不一致 抑止 

D 一致 抑止 

E 失敗 対応する道路な
し 

道路なし 抑止 

F 道路あり 抑止 

G 対応する道路の
有無不明 

道路あり 抑止 

H 道路なし 抑止 

 

表 1 の分類のうち，A は，位置参照が成功し，位置参照

の出力経路に対して一致と判定し，実際に目視確認しても

一致している場合である．この場合は特に問題はない．一

方 B は，一致と判定したが，実際には一致判定に誤りがあ

り，変換前後で経路が一致していない場合である．C は，

不一致と判定し，実際に一致していない場合である．D は，

不一致と判定したが，実際には一致している場合である．

E から H は，DLR に失敗して，対応する経路が出力されな

い場合である．E と H は，対応する道路が実際に無い場合

であり，ユーザの利便性を考慮すると別経路を探す等の考

慮が必要であるが，位置参照方式の観点では問題はない．

一方 F と G は，対応する道路が実際には存在する場合で，

位置参照方式を見直す必要がある． 

変換した経路の正誤をこのように分類した上で，カーナ

ビで生成した経路の総数を S とし，その変換結果を表 1 に

従って分類した数をそれぞれ SA，SB … SHとする．この時

課題(1)に関して，位置参照に失敗することが正解である E

と H を経路総数から除いた数に対する，位置参照が成功し

て実際に経路が一致している A と D の合計の比率を DLR

の一致率 R1とする（式(1)）．双方の地図データの整備仕様

Function 

Route 
Calculation 

Route 
Conversion 

Vehicle 
Control 

Linkage of Navi. Map and HD Map 

(a) (b) (c) 
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と整備時期が同一という前提であればこの値をほぼ 100%

に近付けることを目標とする． 

)(
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(1) 

次に課題(2)に関して，一致判定の結果と実際の結果が合

致している比率を一致判定の正解率 R2とする（式(2)）．整

備仕様と整備時期が異なる場合でもこの値をほぼ 100%に

近付けることを目標する． 

S

SSSS
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(2) 

 

4. 提案方式 

4.1 概要 

本章では，提案方式の詳細を述べる．図 5 は，カーナビ

内部にカーナビ用地図と自動運転用の高精度地図の両者を

格納し，カーナビ用地図上の経路を高精度地図上の経路に

変換して高精度地図と合わせて自動運転制御用の ECU

（Electric Control Unit）に提供する流れを示している．提案

方式では，カーナビ用地図を用いて経路を計算後，位置参

照（OpenLR）によって経路を変換（エンコードおよびデコ

ード）する（4.2 節で詳細を述べる）．その後，変換された

経路とカーナビ用地図上の経路周辺の道路形状等を照らし

合わせ，一定のルールによって変換前後の経路の一致を確

認する（4.3 節で詳細を述べる）．位置参照に成功し，かつ

経路に不一致が無ければ，経路を車両に送信する． 

 

 

図 5 提案方式概要 

Figure 5 Overview of proposal method. 

 

4.2 DLR の一致率向上 

上記手順のうち，OpenLR を用いて経路を変換する際の

一致率向上について述べる．OpenLR は TomTom 社が開発

した位置参照方式であり，最短経路計算を用いることでエ

ンコーダとデコーダ間の通信サイズを大幅に削減可能にし

た方式である．OpenLR によって伝達したい経路（伝達経

路）をエンコードおよびデコードする手順の概要を以下に

記載する．図 6 に手順の実行例を記載する． 

エンコード手順 

(1) 伝達経路の始点および終点に対応する LRP（Location 

Reference Point）を生成する． 

(2) 生成した 2 つの LRP 間の最短経路を計算する． 

(3) 上記の最短経路が伝達経路を含んでいなければ，差異

がある地点に新たに LRP を生成して(2)に戻る．最短

経路が伝達経路を含めば，生成した LRPを出力する． 

デコード手順  

(1) LRP が示す座標の近傍に存在し，LRP が示す属性と類

似する属性を持つリンクを候補として選択する． 

(2) 連続する 2 つの LRP に関して，選択されたリンク間

の最短経路をそれぞれ計算する． 

(3) (2)で計算したそれぞれの最短経路を連結した経路を

位置参照結果として出力する． 

 

図 6 OpenLR エンコード・デコード手順 

Figure 6 Procedures of OpenLR encoder and decoder. 

 

表 2 に各 LRP に含まれる情報と，バイナリ形式で LRP

を出力する際の各項目のサイズを示す．LRP に含まれる情

報のうち，座標およびライン属性はデコード手順(1)におい

て候補リンクを選択する際の指標として用いられる．ライ

ン属性のうち，FRC は道路の機能レベル（高速道路，細街

路等）を示す属性，FOW は道路の物理的な態様（本線，側

線等）を示す属性，BEAR はリンクの方位を示す属性であ

る．経路属性はデコード手順(2)で最短経路を計算する際の

制約条件であり，LFRCNP は経路を構成する各リンクの

FRC のうち最下位の値，DNP は経路の長さである．なお，

OpenLR 仕様ではバイナリ形式の他に XML で出力するこ

とも可能で，その場合は表 2 に記載したデータサイズの制

限は無くなる．図 5 に示す構成では経路の変換（LRP の伝

達）はカーナビ内部で閉じて行われるため通信サイズは重
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HD Map 
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視されないが，高精度地図をカーナビとは別の装置に格納

して，LRP を通信経由で伝達する構成も可能とするため，

本稿ではバイナリ形式を対象に検討する． 

 

表 2 各 LRP に含まれる情報 

Table 2 Information included in each LRP. 

分類 項目 サイズ 

座標 
(Coordinates) 

Latitude 24 bit 

Longitude 24 bit 

ライン属性 
(Line Attributes) 

FRC (Functional Road Class) 3 bit 

FOW (Form of Way) 3 bit 

BEAR (Road Bearing) 5 bit 

経路属性 
(Path Attributes) 

LFRCNP(Lowest FRC to Next Point) 3 bit 

DNP (Distance to Next Point) 8 bit 

 

以上の仕様に対して，整備仕様と整備時期が同一である

場合に経路を正しく伝達できない要因を考察する．この要

因としては，デコード手順(1)でリンクの選択を誤る場合と，

デコード手順(2)で最短経路の選択を誤る場合がある． 

まず前者について，整備仕様と整備時期が同一であれば，

一方の地図に存在する道路は，必ずもう一方の地図にも存

在すると言える．よって，リンクの選択を誤るケースは，

LRP に合致するリンクが 2 つ以上存在して正解を 1 つに絞

れない場合である．これに対して現実世界では，高架道路

を除けば，同一形状の複数の道路が地表上の同じ場所に存

在することはないため，上記の問題が起きる条件は，バイ

ナリ形式で LRP を出力し，かつ道路の情報を表 2 のサイ

ズで表現した際に精度が足りず，同一の値に丸められてし

まう場合である．表 2 に記載した項目のうち，座標につい

ては OpenLR 仕様に従って算出される 24 bit 値の解像度は

約 2.4 m であり問題は少ない．一方，ライン属性のうち

BEAR については，5 bit の場合は全方位を 25区画（1 区画

11.25°）で表現することになる．現実世界で考えると，例

えば本線と並走する側線への分岐点では各分岐道路の方位

の差が小さいため，11.25°単位では正確に道路を特定でき

ない場合があり得る．そのため，BEAR のサイズとしては

少なくとも 8 bit（1 区画約 1.41°）が望ましい． 

次に後者の，最短経路の選択を誤る場合について考察す

る．最短経路計算を用いることによりエンコーダとデコー

ダ間の通信サイズを削減可能だが，この影響については文

献[8]でも詳細な評価が必要とされている．この点について

Dijkstra のアルゴリズム[13]を例に考えると，同一のネット

ワークトポロジに対して最短経路計算の結果が異なる要因

は，重みが同一である経路が複数存在し，かつどの経路も

前述の LFRCNP と DNP による条件を満たすため，最短経

路として選ばれる経路が実装依存になっている場合である．

例えばリンクの重みを距離とした時，本線に並走する側線

が存在し，その本線と側線の分岐から合流までの距離が同

一の場合はこのようなことが起こり得る．よって提案方式

では，得られた最短経路上にリンク属性が異なる道路への

分岐がある場合，LRP を出力して進行方向を明示する． 

4.3 変換前後の経路の一致判定 

次に，双方の経路の不一致を検出する処理について述べ

る．提案方式では，一定のルールを定義して双方の経路が

一致しているかを自動で判定することを図る． 

一致判定のルールとして，整備仕様や整備時期が異なる

場合に双方の地図データに起こり得る基本的な変化を踏ま

え以下の 6 つを定義する（図 7）．位置参照に成功した場合

（表 1 の分類 A から D），まず Rule 1 の判定を行い，条件

を満たせば経路が一致していると判定する．Rule 1 の条件

を満たさない場合，条件を満たさない経路上の全地点につ

いて Rule 2 から Rule 5 の判定を行い，全地点について一致

していると判断できれば，経路は一致していると判定する．

いずれかの地点で一致と判断できなければ経路は不一致と

判定する．一方，位置参照に失敗した場合（表 1 の分類 E

から H）は，Rule 6 により道路有無の判定を行う． 

Rule 1: 基本判定 

次の 2 つの条件を満たす場合，一致と判定する．(1)双方

の経路の形状を比較し，最も離れている距離が 15 m 未満

である．(2)一方の経路上にある分岐点に関して，もう一方

の地図上で最も近い分岐点との距離が 100m 未満である． 

Rule 2: 道路形状変化 

整備仕様の差異により，経路の形状が Rule 1 の閾値 15 m

以上変化する場合がある．そのため，次の 3 つの条件を満

たす場合，距離が 15 m 以上でも一致と判定する．(1)最も

離れている距離が 100 m 未満である．(2)形状に差異がある

区間の道路の属性が双方の経路で一致する．(3)100 m 未満

の範囲内に他の類似する道路が存在しない． 

Rule 3: 分岐位置変化 

整備仕様の差異により，分岐点の位置が Rule 1 の閾値

100 m を越えて変化する場合がある．そのため，次の 2 つ

の条件を満たす場合，分岐点の位置が 100 m 以上異なって

も一致と判定する．(1)分岐点間の距離が 200 m未満である．

(2)それぞれの分岐点から始まる道路の形状を比較し，最も

離れている距離が 20 m 未満，あるいはそれぞれの道路の

終端が同一の交差点である（同一の交差点か否かは，双方

の交差点間の距離が 20 m 以内かどうかで判定する）． 

Rule 4: 分岐道路の新設/廃止 

経路沿いの道路に接続する道路が新設あるいは廃止さ

れた場合，一方の地図のみに分岐点が存在することになる．

そのため，一方の地図のみに存在する分岐道路の近傍 100 

m 未満に道路が存在しない場合，分岐点の距離差が 200 m

以上，あるいは対応する分岐点が見つからないであっても

一致と判定する． 

Rule 5: 二条化 

特に一般道路において，一方の地図では上下線を 1 つの

リンクで表現している道路が，もう一方の地図では上りと
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下りを別のリンクで表現する場合がある（二条化）．二条化

の差異があると一方の地図のみに分岐点が存在することに

なる．そのため，二条化の始点または終点の分岐点の場合，

分岐点の距離差が 200 m 以上，あるいは対応する分岐点が

見つからないであっても一致と判定する． 

Rule 6: 道路新設/廃止 

伝達経路の近傍 100 m 未満の範囲に，もう一方の地図上

で道路が存在しない場合，道路なしと判定する． 

 

図 7 一致判定ルール 

Figure 7 Rules for route equivalence judgement. 

 

5. 評価 

提案方式を実装し，実際のカーナビ用地図を使用して評

価を行った．評価に用いた地図データと範囲（東京近郊）

を表 3 に記載する．評価は，高速道路と一般道路を対象に

それぞれ無作為に 100 個のテスト用経路（経路長約 10 km）

を作成し，これをデータ 1 上でエンコードし，データ 2 お

よびデータ 3 上でデコードすることにより行った．データ

2 を用いた評価は整備仕様と整備時期が同一の場合の評価

であり，データ 3 を用いた評価は整備時期が異なる場合の

評価である．なお，データ 2 およびデータ 3 は，2.2 節に

記載したように適正に評価できる高精度地図を入手困難だ

ったためカーナビ用地図を用いたが，一致率を低下させる

要因は実際の高精度地図でも当てはまると考えられる． 

 

表 3 評価用地図データ 

Table 3 Map data for performance evaluation. 

データ 地図提供者 データ形式 データ作成日 

1 A 社 B 社形式 2014 年 12 月 

2 A 社 C 社形式 2014 年 12 月 

3 A 社 B 社形式 2010 年 12 月 

範囲：緯度 35.5831～35.7502, 経度 139.6247～139.8751（WGS84） 

 

なお，評価で使用した OpenLR ライブラリは，TomTom

社が公開している仕様（Version 1.5，revision 2（2012/1/19

発行））に従って著者らが実装したものである． 

5.1 DLR の一致率の評価 

まず，DLR の一致率について評価した結果を示す．エン

コードおよびデコードは，4.2 節で述べた内容を踏まえて

表 4 に示す 3 つの方式で行い，変換結果を目視確認して表 

1 の分類に従って集計した．表 5 に結果を，図 8 にこの結

果から求まる一致率（式(1)）を示す．高速道路と一般道の

両者とも，方式 3 によりデータ 2 の場合は 100%になった

が，データ 3 の場合は一般道路で 92%に留まった．図 9 に

正しく変換出来なかった例を記載する．データ 1 とデータ

2 で経路が異なっており，原因は，差異がある区間の経路

長がほぼ同一のため異なる最短経路を選択したためであっ

た．提案方式では分岐道路の属性が異なる場合のみ LRP を

出力したため，一般道路における同一属性の道路同士の交

差点でこのような誤りが発生した． 

 

表 4 OpenLR 改善方式 

Table 4 Methods for OpenLR improvement. 

方式 説明 

1 標準の OpenLR 仕様 

2 属性が異なる道路への分岐がある場合 LRP を出力 

3 方式 2 に加え，方位のサイズを 8 bit に拡大 

 

表 5 評価結果 

Table 5 Evaluation results. 

対象 地図 方式 A B C D E F G H 

高速
道路 

データ
2 

1 87 13 0 0 0 0 0 0 

2 96 3 0 0 0 0 1 0 

3 100 0 0 0 0 0 0 0 

データ
3 

1 78 6 0 3 13 0 0 0 

2 79 4 0 3 13 0 1 0 

3 84 0 0 3 13 0 0 0 

一般
道路 

データ
2 

1 100 0 0 0 0 0 0 0 

2 100 0 0 0 0 0 0 0 

3 100 0 0 0 0 0 0 0 

データ
3 

1 84 0 10 6 0 0 0 0 

2 86 0 8 6 0 0 0 0 

3 86 0 8 6 0 0 0 0 

 

  

図 8 DLR の一致率（R1） 

Figure 8 Matching rate of DLR (R1). 
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図 9 誤変換の例 

Figure 9 Example of incorrect conversion. 

 

以降，表 5 の結果の詳細を記載する．高速道路について

は，データ 2 に関して 1 行目（方式 1）で 13 件が分類 B（位

置参照に成功したが実際には不一致）になった．図 10 左

側に不一致の例を示す．データ 1 での経路は高速道路の本

線であるのに対し，データ 2 での経路は，本線に並走する，

サービスエリアへ進入する側線になっている．この原因は，

本線と側線の経路長がほぼ同一であり，異なる最短経路を

選択したためである． 

2 行目（方式 2）において分類 B は 3 件になったが，こ

れは方式 2 により上記 13 件が分類 A になった一方，新た

に別の 3 件が分類 B，1 件が分類 G になった結果である．

この原因は，方式 2 によって新たに追加された LRP に対応

するリンクを選択する際に誤ったものであった．図 10 右

側に例を示す．この地点では，方式 1 では LRP は出力され

なかったが，方式 2 により LRP が追加され，かつ方位の差

が小さかったためリンクの選択を誤った． 

3 行目（方式 3）は，方位のサイズを 8 bit に拡大するこ

とで上記の 3 件が修正されたことを示している．以降の分

類 B の件数の変化についても上記と同様の理由であった． 
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図 10 経路不一致の例 

Figure 10 Example of route mismatch. 

 

5.2 一致判定の正解率の評価 

次に，変換前後の経路の一致判定について評価した結果

を記載する．図 11 は，表 5 の方式 3 での結果から求まる

一致判定の正解率（式(2)）を示したものである．図に示す

ように，整備時期が異なる場合（データ 3）に関して，4.3

節に記載したルールでは判定を誤るケースが存在した． 

表 6 に，変換前後の経路で差異がある地点に関して，各

ルール（一致の基準を示す Rule 1 を除く）が実行された回

数と，正しく判定した数，判定を誤った数を集計した結果

を示す．なお，いずれの誤りも，不一致と判定したが実際

には経路は一致（分類 D）であった． 

 

  

図 11 一致判定の正解率（R2） 

Figure 11 Accuracy rate of route equivalence test (R2). 

 

表 6 各ルールの実行結果（データ 3） 

Table 6 Execution results of each rule (Data 3). 

対象 ルール 実行回数 正解数 誤り数 

高速
道路 

Rule 2 5 5 0 

Rule 3 0 0 0 

Rule 4 5 3 2 

Rule 5 0 0 0 

Rule 6 13 13 0 

一般
道路 

Rule 2 8 8 0 

Rule 3 9 8 1 

Rule 4 7 5 2 

Rule 5 84 81 3 

Rule 6 1 1 0 

 

高速道路を対象にした評価では概ね正しく判定したが，

Rule 4 で 2 件の誤りがあった．図 12 に判定を誤った例を

示す．図の左側はデータ 1 での経路を，右側はデータ 3 で

の経路を示したものである．図中の丸で示した地点に新し

い連絡線への分岐があり，Rule 4 によって新設道路への分

岐と判断するべきところを，近傍に他の連絡線があるため

Rule 4 に記載した処理では新設道路と判断できず，実際に

は経路は一致しているが不一致と判定した． 

一般道路を対象にした評価では，Rule 3，Rule 4，Rule 5

で誤りがあった．Rule 3 の 1 件の誤りの発生地点を図 13

に示す．図の左側の丸で示した分岐点と同一座標にデータ

3のノードはあるが，このノードは進入するリンクが 2本，

退出するリンクが 1 本であり分岐ではないため，200 m 未

満の距離に存在する別のノード（図の右側の丸で示す）を

対応する分岐点として選択してしまい，双方の分岐道路を

比較した結果，不一致と判定した．Rule 4 の 2 件の誤りは，

高速道路の場合と同様に分岐道路の近傍に道路が存在した

ため判定を誤ったものであった．Rule 5 の 3 件の誤りは，

Route on 
Map data 1 

Route on 
Map data 2 

Route on 
Map data 2 

Route on 
Map data 1 

Route on 
Map data 1 

Branching point (LRP) 

Route on 
Map data 2 
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図 14 の丸で示したような交差点（二条化道路との交差点）

で発生しており，経路に対応する道路自体は二条化されて

いないため Rule 5 に記載した処理では正しく判定できず，

不一致と判定した． 

以上の結果から，提案方式による一致判定はある程度有

効であるが，特に一般道路において精度良く判定するため

には，本稿で記載したルールよりも一層複雑なロジックが

必要になると考えられる． 
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図 12 判定誤り地点の例（Rule 4） 

Figure 12 Example of misjudge point (Rule 4). 
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図 13 判定誤り地点の例（Rule 3） 

Figure 13 Example of misjudge point (Rule 3). 
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図 14 判定誤り地点の例（Rule 5） 

Figure 14 Example of misjudge point (Rule 5). 

 

6. まとめ 

本稿では，カーナビと自動運転システムが異なる地図デ

ータを使用している場合に，カーナビの経路情報を自動運

転システムに伝達する方式について述べた．位置参照方式

の 1 つである OpenLR をベースにカーナビ用地図上の経路

と高精度地図上の経路の一致率を向上するとともに，変換

前後の経路の一致を判定することで車両へ誤った経路を出

力することの抑止を図った．提案方式を実装して評価した

結果，一致率については双方の地図データの整備仕様と整

備時期が同一であれば 100%に近付けられる見込みを得た．

変換前後の経路の一致判定については，双方の地図データ

の整備時期が異なる場合であってもある程度判定できる見

込みを得たが，精度を向上するためには本稿で記載した判

定ルールよりも一層複雑なロジックが必要である． 

今後，本稿で述べた経路情報の伝達に限らず，システム

間で高精度な自車位置やレーンレベルの情報交換が進むと

考えられる．高精度地図の整備状況等を踏まえ，提案方式

の改善や地図データ更新による双方のデータの同期等の技

術開発に組んでいく予定である． 
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